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22
年
度
の
国
民
健
康
保
険
税
の
税
率

　

22
年
度
の
国
民
健
康
保
険

税
率
等
が
決
ま
り
ま
し
た
。

　

医
療
分
の
最
高
限
度
額
が

50
万
円
に
、後
期
高
齢
者
支
援

金
等
分
の
最
高
限
度
額
が
13
万

円
に
変
更
に
な
り
ま
し
た
。

　

前
年
所
得
金
額
が
一
定
基
準

以
下
の
場
合
、そ
の
段
階
に
応
じ

て
均
等
割
と
平
等
割
に
、７
割
・
５

割
・
２
割
軽
減
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

年
金
か
ら
の
天
引
き
で
納

付
す
る
世
帯

　

該
当
す
る
世
帯
主
に
は
、７

月
中
旬
に
詳
し
い
内
容
を
通
知

し
ま
す
。申
請
す
る
こ
と
で「
年

金
か
ら
の
天
引
き
（
特
別
徴

収
）」か
ら「
口
座
振
替
に
よ
る

納
付（
普
通
徴
収
）」へ
の
変
更

が
可
能
に
な
り
ま
す
。

問
税
務
課
☎
43
・
５
０
２
２

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
ご
案
内

保
険
料
額
決
定
通
知
書
を
７

月
中
旬
に
送
付
し
ま
す

保
険
料
額

❶
均
等
割
額
４
万
３
９
２
４
円

❷
所
得
割
額（
平
成
21
年
１
月

〜
12
月
の
総

※

所
得
金
額
等
―

33
万
円
）×
８
・
２
３
％

※
総
所
得
金
額
等
…
収
入
額
か
ら
控
除
額

（
公
的
年
金
等
控
除
額
、給
与
所
得
控
除
額
、必

要
経
費
）を
引
い
た
金
額
。所
得
控
除（
社
会

保
険
料
控
除
、扶
養
控
除
等
）は
含
み
ま
せ
ん

保
険
料
の
お
支
払
い
方
法

❶
年
金
か
ら（
特
別
徴
収
）

　

特
に
お
手
続
き
の
必
要
は
あ

り
ま
せ
ん
が
、10
月
か
ら
開
始

と
な
る
人
は
３
回
分（
７
〜
９

月
）は
口
座
振
替
か
納
付
書
で

の
お
支
払
い
と
な
り
ま
す
。

❷
口
座
振
替
・
納
付
書（
普
通
徴
収
）

　

７
月
〜
翌
年
３
月
ま
で
毎
月

納
付
い
た
だ
き
ま
す
。
①
年
金

受
給
額
が
年
額
18
万
円
未
満
の

人
②
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

保
険
料
と
介
護
保
険
料
の
合
計

額
が
年
金
受
給
額
の
１
／
２
を

超
え
る
人
③
今
年
度
中
に
75
歳

に
な
る
人
④
保
険
料
納
付
方
法

変
更
申
出
書
を
提
出
し
て
い
る

人
な
ど
が
対
象
で
す
。

所
得
の
低
い
人
の
軽
減

❶
所
得
割
額

　

算
定
所
得（
総
所
得
金
額
等
―
基
礎
控

除
額
33
万
円
）が
58
万
円（
年
金
収
入
の
み

の
場
合
は
２
１
１
万
円
）以
下
の
人
は
所

得
割
額
が
５
割
軽
減
さ
れ
ま
す
。

❷
均
等
割
額

被
扶
養
者
だ
っ
た
人
の
軽
減

　

制
度
に
加
入
す
る
前
日
に
被

用
者
保
険
の
被
扶
養
者
だ
っ
た

人
は
、
当
分
の
間
、
所
得
割
は

か
か
ら
ず
、
均
等
割
額
が
５
割

軽
減
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、
特

例
措
置
で
本
年
度
は
、
均
等
割

額
が
９
割
軽
減
さ
れ
ま
す
。

新
し
い
被
保
険
者
証
を
７

月
下
旬
に
送
付
し
ま
す

　

８
月
１
日
か
ら
は
新
し
い
被

保
険
者
証
を
医
療
機
関
等
の
窓

住
宅
再
建
共
済
制
度「
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
共
済
」

　

住
宅
再
建
共
済
制
度
「
フ
ェ

ニ
ッ
ク
ス
共
済
」
へ
の
加
入
は

お
済
み
で
す
か
？

　

こ
の
制
度
は
兵
庫
県
が
阪
神
・

淡
路
大
震
災
の
教
訓
を
踏
ま
え
、

創
設
し
た
も
の
で
す
。
住
宅
を

所
有
し
て
い
る
人
に
加
入
い
た

だ
き
、
平
常
時
か
ら
資
金
を
寄

せ
合
う
こ
と
で
、
台
風
や
地
震

な
ど
全
て
の
自
然
災
害
発
生
時

に
被
害
を
受
け
た
住
宅
の
再
建
・

補
修
を
支
援
す
る
も
の
で
す
。

　

昨
年
の
台
風
９
号
の
災
害
で

は
、
制
度
創
設
以
来
、
初
給
付

を
行
い
ま
し
た
。
い
ざ
と
い
う

と
き
の
わ
が
家
の
安
全
・
安
心

の
た
め
に
も
、
ぜ
ひ
ご
加
入
く

だ
さ
い
。

　小さな掛け金でしっかり保障

共済負担金
　年額5,000円／戸
　(月額500円※上限　
　  5,000円)

　兵庫県では、平成 21年８月に台風９号の豪雨災害により、兵庫県西・北部が被災し、住宅だけではなく、

家財にも大きな被害が発生しました。住宅とともに家財も被災者の生活基盤として不可欠のものであるこ

とから、被災地の早期の復興・再生のため、家財を対象とした家財共済給付金を新設します。

加入者 県内の住宅に居住している人（住宅を所有している人又は賃貸住宅の借主など）

対象 県内の住宅に存する家財（ただし、１戸の住宅に存する家財につき１加入）

対象災害 台風、地震、落雷等すべての自然災害

被災の判定 市町が実施する住家の被害認定（り災証明書）によります

共済負担金 年額1,500円（現行の住宅再建共済制度へ加入済の人、同時加入の場合は年1,000円）

共済給付金

原則、被災住宅に存する家財を補修又は購入し

た場合に給付します。

※履行確約書を提出していただいた場合は、
り災証明書発行時に全額給付できます。

家財給付金の制度概要

区分 給付額
全壊 50万円

大規模半壊 35万円

半壊 25万円

床上浸水 15万円

家財共済給付金、８月１日より開始します

　共済制度のお陰で早く畳の購入ができ、高齢の父母を畳

の上で休ませることができたので、精神的にも安心し、健

康が保てました。（60歳代男性）

　共済制度で 200万円もいただき、早速補修できたが、加

入されていない方々が気の毒に思います。（70歳代男性）

　共済給付金を利用しようと思っていたわけではなく、軽い気

持ちで、お守りのつもりで加入しました。加入していて本当に

良かったなあとつくづく思いました。お陰で精神的にも肉体的

にも苦痛の時に共済金がもらえると思うと、心のゆとりができ、

復旧にも元気が出ました。（60歳代の人）

　他県の親戚から、「兵庫県には良い共済制度があって羨ま

しい」と言われました。（50歳代男性）

台風第９号の被災者で給付を受けた人の声

区分 給付対象 給付額
再建等給付金 全壊・大規模半壊・半壊で建替・再建 600万円

補修給付金

全壊で補修 200万円

大規模半壊で補修 100万円

半壊で補修 50万円

居住確保給付金
全壊・大規模半壊・半壊で補修を
せず賃貸住宅に入居した場合等

10万円

区分 給付対象 給付額

再建等給付金
全壊・大規模半壊・

半壊で建替・再建

３００万円
×新たなマンション
(加入時の戸数を上限 )

補修給付金

全壊で補修
100万円
×加入時の戸数

大規模半壊で補修
50万円
×加入時の戸数

半壊で補修
25万円
×加入時の戸数

注１ 県外で再建・購入の場合は給付額は 1/2

注２ 賃貸住宅等は、県内での再建等のみに給付し、居住確保給　

　　 付金は給付対象となりません。

住宅所有者加入

共済負担金
　年額2,400円／戸
　(月額200円／戸)

マンション
管理組合加入

公益財団法人 兵庫県住宅再建共済基金☎078-362-9400 （専用電話　平日9:00～17:00）
〒650-8567　神戸市中央区下山手通5丁目10番1号（兵庫県庁内）

ホームページ：「フェニックス共済」で検索ください。

NEW

年額5,000円で
最高600万円を給付

医療分
（０～74歳）

後期高齢者支援金等分
（０～74歳）

介護分
（40～64歳）

所得割
【課税所得金額＊×税率】

7.7％ 2.0％ 1.5％
（7.7％） （2.0％） （1.5％）

資産割
【固定資産税額×税率】

21.7％ 6.3％ 4.3％
（21.7％） （6.3％） （4.3％）

均等割
【１人あたり】

2万9,000円 7,600円 8,400円
（2万9,000円） （7,600円） （8,400円）

平等割
【１世帯あたり】

2万5,000円 6,800円 4,100円
（2万5,000円） （6,800円） （4,100円）

最高限度額 50万円 13万円 10万円
（47万円） （12万円） （10万円）

▼22年度の税率等

家屋を滅失した時は、
税務課へ
   「家屋滅失届」
の提出をお願いします。

～固定資産税係からのお願い～ ＊
課
税
所
得
金
額
・・・
前
年
中
の

総
所
得
金
額（
収
入
か
ら
必
要

経
費
を
控
除
し
た
金
額
）か
ら

基
礎
控
除（
33
万
円
）を
差
し
引

い
た
金
額

（　）内は21年度分

❶固定資産税第２期
❷国民健康保険税第２期
　納期限

　　８月２日（月）
　自主納付の人は、忘れずに納付
をお願いします。口座振替の人は、
預金残高の確認をお願いします。

 市税の納期

総所得金額等（被保険者＋世帯主）が
次の基準以下の世帯

軽減割合
（年額）

基礎控除額
33万円

被保険者全員の各所得が
０円 ※年金収入80万円以下

９割
（4,392円）

上記以外 8.5割（注１）
（6,588円）

基礎控除額33万円＋24.5万円×被保険
者の数 ※被保険者である世帯主を除く

５割
（21,962円）

基礎控除額33万円＋35万円×被保険者の数 ２割
（35,139円）

※65歳以上の公的年金受給者は、総所得金額等から年金所得

の範囲内で最大15万円を控除し、軽減判定されます。

（注１）本来は7割軽減ですが、軽減措置で8.5割軽減となります。

▼21年中の総所得金額等が一定額以下の人

口
で
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

※
保
険
料
の
納
付
状
況
に
よ
っ
て

は
、
有
効
期
限
が
短
い
保
険
証

（
短
期
被
保
険
者
証
）
を
送
付

す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減

額
認
定
証

　

世
帯
員
全
員
が
住
民
税
非
課

税
の
人
は
、「
限
度
額
適
用
・

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
」
を

提
示
す
る
こ
と
で
、
入
院
時
の

一
部
負
担
金
の
ほ
か
、
入
院
時

の
食
事
代
も
減
額
さ
れ
ま
す
。

　

現
在
、
減
額
認
定
証
を
お
持

ち
で
８
月
以
降
も
引
き
続
き
対

象
と
な
る
人
に
は
、
７
月
下
旬

に
新
し
い
減
額
認
定
証
を
被
保

険
者
証
と
一
緒
に
送
付
し
ま
す
。

世
帯
員
全
員
が
住
民
税
非
課
税

で
減
額
認
定
証
の
申
請
を
し
て

い
な
い
人
は
、
総
合
窓
口
セ
ン

タ
ー
で
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

納
付
相
談
会

　

保
険
料
を
滞
納
し
て
い
る
人
に

は
、短
期
被
保
険
者
証
が
交
付
さ

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。未
納
の

あ
る
人
は
速
や
か
に
納
付
す
る

か
、収
税
課（
☎
43
・
５
０
３
４
）で

納
付
相
談
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

問
保
険
課
☎
44
・
３
０
０
３　

　

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
事
務
局

　

☎
０
７
８
・
３
２
６
・
２
０
２
１




